
平成23年度

＜集団的かつ持続可能な支援体制の構築に積極的に取り組む事例＞

○広域集落協定による継続的営農体制の確立

１．集落協定の概要

市町村･協定名 新潟県上越市大島区農 業振興会
じょうえつしおおしまくのうぎょうしんこうかい

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
110.5ha 水稲・そば
交 付 金 額 個人配分 49％
2,349万円 共同取組活動 農道・水路の維持管理・補修費、農用地の維持費 18％

（51％） 共同利用機械・施設の整備費及び積立金 26％
大島区農業振興会事務経費 ほか 7％

協定参加者 (大島区8集落)農業者123人、農業生産法人1、生産組織5、水利 開始：平成22年度
組合2、非農業者11人、公社1

２．取組に至る経緯

大島区（旧大島村）では、これまで個々の集落が共同取組活動を通じて営農の基礎と

なる農道や水路を保全し農地と農業を守ってきたが、高齢化の進行と担い手不足により

営農の継続が困難な集落も生まれつつあり、また高齢農業者には協定事務の負担は重く、

第３期対策に取り組むにあたり、事務負担の軽減を求める声が多くあった。

上越市（区総合事務所）では、集落が担ってきた機能を維持し地域農業を守っていく

ために、集落間連携に向けた取組を展開していたため、当地区もその必要性を認識し、

区総合事務所の支援・助言のもと集落間連携に取り組むことに至った。

３．取組の内容

協定事務の負担軽減を主な課題とし、集落間連携の可能性について検討するため、地

区内で意見交換会等を実施するとともに、「大島区直接支払推進連絡会議」を立ち上げ、

広域集落協定締結に向け話し合いを開始した。

各集落及び地域の現状と課題を把握しながら検討を重ねた結果、大島区農業振興公社

に事務局を置き、専任の事務員を配置し、８集落協定を一本化することで合意が図られ、

平成22年８月に「大島区農業振興会」を設立し、広域集落協定を締結した。

振興会では、他に区内４集落協定の事務支援を行うとともに、振興会に未加入の区内

集落協定への加入促進や、集落協定未締結集落の農業者に対する振興会への加入促進、

土地利用計画の作成など活動を開始した。

【大島区農業振興会設立支部代表者会議】 【大島雪ほたるロード(区全体での環境取組)】



［集落の将来像]
○ 大島区農業振興会が主体となり、地域・集落が抱える課題に対し、地域が一体となって取り組んで
いくことで、農地の保全と継続的な営農体制の確立を目指す。

［将来像を実現するための活動目標]
○ 大島区農業振興会の体制を整備し、農地の利用調整機能を発揮する。
○ 集落の共同取組への支援体制の確立など、地域内外の連携体制を構築する。
○ 関係機関・団体と連携して地域に定着する特産の開発を目指し、農業者の所得向上を図る。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 周辺林地の下草刈り 大島区農業振興会が主体となっ
（田110.5ha） （7支部） て、持続的・安定的な営農体制

を構築し、地域の農地保全を図
個別対応、共同取組活動 共同取組活動 っていく

共同取組活動
水路・作業道の管理 景観作物作付け
・水路 支部単位・随時 （3支部において景観作物の

泥上げ、草刈り 作付けを計画） 水路・農道等の補修、改良
・道路 支部単位・随時 （総延長4.6㎞を整備する）

草刈り、補修 共同取組活動
共同取組活動

共同取組活動

農村生活環境の整備等（花 加算措置としての取組等
大雨後の点検、復旧（随時） いっぱい運動、雪ホタルロ

ード） 小規模・高齢化集落支援加算
共同取組活動 （1集落・11.3ha）

共同取組活動
共同取組活動

集落外との連携
○ 協定集落相互の連携を強化するとともに、地区内の振興会未加入協定への加入促進、集落協
定未締結集落の農業者に対する振興会への加入促進を図る。

４．今後の課題等

大島区農業振興会は設立されたばかりであり、今後、共同取組活動や農地の利用調整、

組織の拡大、外部組織等との連携など、集落単独では対応できない地域及び集落の課題

について、地域の実情を考慮しながらできることから取り組みを進めていく。

また、地域に定着する特産作物の育成も重要な課題であることから、水稲のブランド

化や新規にアスパラガスの栽培等に取組み、水稲との複合経営による農業者の所得向上

につなげていく。

［第２期対策の主な成果］
（第２期対策では集落単位の協定だったため、その中から主な効果を記載）
・ 農作業の共同化・コスト低減（1集落協定：共同育苗）
・ 生産組合の法人化（（農）菖蒲生産組合、H19.6設立）


